
令和３・４・５年度 

 

 

入札参加資格審査申請要領 
 

－工事請負－ 

 

（提出書類） 

１ 入札参加資格審査申請書（誓約書・委任状兼） 

２ 使用印鑑届 

３ 印鑑（登録）証明書 

４ 入札参加承認通知書 

 

 

※ この要領には大阪広域環境施設組合（以下、「本組合」という。）の入札

参加資格審査の申請に必要な事項が記載されています。申請にあたっては

必ずこの要領をお読みください。 

 

※ この申請に基づいて作成する入札参加資格者名簿は、随意契約を行うにあ

たっての業者選定にも使用します。 

 

※ 「工事請負」の登録種目一覧にある「修繕」の項目については本組合独自

で受付・承認を行います。「修繕」の項目を登録されると、本組合におけ

る少額・緊急修繕等の随意契約を行うにあたって、優先的に業者選定しま

す。 

 

※ 本組合の登録内容に変更が生じた場合に必要な事項もこの要領に記載され

ています。 

 

※ この申請で収集された情報は、本組合の入札参加資格審査事務並びに契約

事務においてのみ利用されます。 

 

※ この申請のほか、電子入札に参加する場合は、本組合電子入札システムの

利用者登録が必要となります。 

 

大阪広域環境施設組合 



本組合の工事請負の入札に参加を希望される場合は、本組合へ「入札参加資格審査申請書（

誓約書・委任状兼）」（添付書類を含む）を提出し承認を受ける必要があります。 

本組合が実施する入札参加資格審査は、「大阪市の入札参加有資格者名簿に登録があること」

を資格要件の一つとすることによって、申請にかかる負担を軽減し、比較的簡単な手続きを行

っていただくことで申請が完了します。 

 

１ 申請の受付及び承認 

(1) 申請受付 

【工事請負】 

令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで随時受付  

（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始期間（１２月２９日～１月３日）を除く） 

受付時間 午前９時から午後５時まで 

（ただし、午後０時１５分から午後１時までを除く） 

(2) 申請受付方法及び承認日 

【申請方法】 

郵送（※事前確認要）または、窓口へ持参ください。 

  ＜郵送の場合＞ 

    事前に誤記等が無いか確認することにより、郵送による受付を行います。 

以下の受付窓口あて、「入札参加資格審査申請書（誓約書・委任状兼）」（添付書類を含む 

）をメールまたは、ＦＡＸで送付してください。原本の送付については、確認後本組合 

から連絡します。 

※登録完了後、「入札参加承認通知書」を送付するため、返信用封筒が必要になります。 

＜持参の場合＞  

[受付窓口] 

〒545-0052 大阪市阿倍野区阿倍野筋１-５-１あべのルシアス１２階 

大阪広域環境施設組合総務部経理課 

電 話 ０６-６６３０-３３４９ 

ＦＡＸ ０６-６６３０-３５８２ 



E-mail sankashikaku@osaka-env-paa.jp 

【承認日】 

＜郵送の場合＞ 

 事前確認後、本組合から連絡します。 

＜持参の場合＞ 

申請書受付後に審査を行い、「入札参加承認通知書」を即日交付します。ただし、当日の

受付状況によっては長時間お待ちいただく場合があります。 

＊本組合の電子入札システムへの登録には、入札参加資格承認後１カ月程度掛かります

のでご留意ください。 

 

２ 資格有効期限 

【工事請負】 

令和３年５月１日から令和６年４月３０日まで（３年間） 

＊入札日・契約締結時・事業請負見積書提出時・履行期間中には当該年度の本組合入札

参加資格者名簿への登録が必要です。 

 

３ 申請要件 

(1)  本組合への申請時点で大阪市の入札参加有資格者名簿に登録されていること 

(2)  「工事請負」と「測量・建設コンサルタント等」の両方に登録することはできません。 

(3)  地方自治法施行令第１６７条の４に該当しないこと 

（資料１ 参照） 

(4)  大阪広域環境施設組合契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置等を受けてい

ないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと 

（資料２ 参照） 

 

４ 提出書類及び説明 

提出書類は次のとおりです。それぞれの説明をよく読んでから提出してください。 

 提 出 書 類 説 明 

１  入札参加資格審査申請書

（誓約書・委任状兼）及び

入札参加資格審査申請書別

紙 

代表者及び受任者（代表者から常時、契約締結等の権限を

委任されている方）が誓約内容を確認のうえ、記入してく

ださい。 

また、申請後に変更があった場合も当該申請書にて変更申



（本組合所定様式）  請の手続きをしてください。 

＜申請書＞ 

受任者欄は、本社が遠隔地である等の理由により、受任者

を設ける場合に記入してください。（受任者は支店長、営

業所長またはこれに準ずる地位以上の方に限ります。） 

この用紙に掲げる委任事項を変更することはできません。 

＜申請書別紙＞ 

申請の区分が複数ある場合、申請書別紙は申請の区分ごと

に作成してください。 

２  使用印鑑届  

（本組合所定様式） 

 

 

 

 

 

実印欄には実印（法務局・市区町村が証明する代表者・本

人の印鑑）を押印してください。使用印欄には、実印を使

用印として使用する場合は実印を、その他の代表者印を使

用する場合はその印鑑を押印してください。なお、受任者

を設ける場合には、受任者の印鑑が使用印となります。使

用印は、役職名又は氏名等が表示されたものに限ります。

（会社名だけの印鑑、役職名又は氏名等が一致しない印は

不可） 

なお、申請後に使用印鑑を変更する場合は申請書の変更手

続きを行い、当該使用印鑑届を改めて提出してください。 

３ 入札参加承認通知書 

（本組合所定様式） 

□にレ印を記入するとともに、必要事項を記入してくださ

い（ただし、業者番号及び日付は記入しないでくださ

い）。 

受任者欄は、本社が遠隔地である等の理由により、受任者

を設ける場合に記入してください。 

使用印鑑届と同一の実印、使用印を押印してください。 

４  印鑑証明書または  

印鑑登録証明書（いずれも

原本） 

（法人の場合） 

代表者の印鑑証明書（法務局発行のもの）で、申請時点で

発行後３か月以内のもの 

（個人の場合） 

本人の印鑑登録証明書（市区町村発行のもの）で、申請時

点で発行後３か月以内のもの 

なお、申請後に実印を変更する場合は、変更手続き時に印

鑑（登録）証明書もあわせて提出してください。 

 

５ 種目・項目  

種目の登録については、大阪市に登録されているものが、本組合に登録されるため、本組合

への種目登録は不要です。  

本組合の種目一覧は、この申請要領とは別に用意しています。申請する区分に対応した種目



一覧をご覧ください。種目一覧には、参考に、大阪市の発注例を記載していますが、本組合で

はその一部の発注しか行いません。 

区分 本組合への種目登録 種目一覧 

工事請負  
大阪市と同様（ただし、

「修繕」の項目を除く）  
（別冊）工事請負用  

なお、「工事種目」のうち10種目（「別冊」の「３．希望種目」参照）については、大阪市

への「希望種目」の登録がなければ、本組合の入札に参加することができません。ただし、

特殊な工事または本組合入札参加資格者名簿の登録者数が少ない等で入札参加者が少ないこ

とが見込まれる場合は除きます。 

 

６ 「修繕」の項目について 

「工事請負」については、同時に「修繕」の項目の登録申請ができます。 

「修繕」については本組合独自で受付・承認を行います。 

「修繕」の項目の登録申請をすると、「工事請負」において登録種目の範囲内で当該種目の 

「少額・緊急修繕等」の業者選定の対象となります。 

 

７ 注意事項  

(1) 申請内容（提出書類を含む）の重要な事項について虚偽の申告をし、又は重要な事項に 

ついて申告しなかった場合には、入札参加資格の承認を受けられず、また、承認後に発覚し

た場合には、資格を取り消すことがありますので十分注意してください。  

(2) 承認後、本組合の登録内容に変更が生じた場合は、大阪市へ変更申請を行い、認定後に

本組合（総務部経理課）にて、必ず変更申請の手続きを行ってください。変更手続き用の書

類はありませんので、再度上記の提出書類を提出ください。変更申請の手続きなしに入札に

参加した場合は無効となります。ただし、登録種目、希望種目（工事請負のみ）のみの変更

の場合は本組合への届け出は不要ですが、大阪市の入札参加有資格名簿に登録種目の変更が

あった場合はご連絡ください。 

  

８ 申請についての問い合わせ 

申請について不明な点がありましたら、本組合総務部経理課へお問い合わせください。 

問い合わせ先  ０６-６６３０-３３４９（直通）  



資料１ 

地方自治法施行令（抄） 

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第167条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の

各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第１項

各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当す

ると認められるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させない

ことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者に

ついても、また同様とする。 

(1) 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若し

くは数量に関して不正の行為をしたとき。 

(2) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害

し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

(4) 地方自治法 第 234 条の２第１ 項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の

執行を妨げたとき。 

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

(6) 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚

偽の事実に基づき過大な額で行ったとき。 

(7) この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者

を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

  



資料２ 

○ 大阪広域環境施設組合契約関係暴力団排除措置要綱（抄） 

（目的） 

第１条 この要綱は、大阪広域環境施設組合（以下「本組合」という。）が締結する公共工事等

及び売払い等の契約から暴力団員及び暴力団密接関係者を排除するための措置等に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（入札等除外措置等） 

第３条 管理者は、有資格者が別表各号に掲げる措置要件に該当すると認めるときは、次の各号

の規定に基づき、当該有資格者を公共工事等及び売払い等の契約から同表に定める期間に

おいて、排除する措置（以下「入札等除外措置」という。）を行うものとする。 

(1) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、公共工事等及び売払

い等に係る入札に参加するために必要な資格を与えないこと 

(2) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、当該有資

格者を公共工事等及び売払い等に係る入札に参加させないこと 

(3) 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合には、必要に応

じ、その旨を公表すること 

(4) 公共工事等に係る入札の参加者の資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該

登録を取り下げた日から１年を経過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に

該当すると認められるものに対する前号に掲げる措置に準ずる措置 

(5) 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者を契約の相手方としないこと 

(6) 公共工事等及び売払い等の契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認

められた場合には、当該公共工事等及び売払い等の契約を解除すること 

(7) 公共工事等の下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合

には、契約相手方に対して、当該下請負人等との契約の解除を求め、契約相手方が当該下

請負人等との契約の解除の求めを拒否した場合には、契約相手方との当該公共工事等の契

約を解除すること 

(8) 前各号に掲げるもののほか、公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除を図るために

必要な措置  

２  前項の規定は、入札参加資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り

下げた日から１年を経過しない者（以下「登録取下げ者」という。）及び入札等除外措置を

受けた有資格者を構成員として含む共同企業体についても適用する。この場合において、別

表中「有資格者」とあるのは「登録取下げ者」と読み替えるものとする。 

 ３  管理者は、前２項の規定に基づき入札等除外措置を行った有資格者及び登録取下げ者につ

いて、入札等除外措置を行った日から別表各号に定める期間を経過し、かつ当該有資格者か

ら入札等除外措置の解除の申出があり、別表各号のいずれの措置要件にも該当する事実がな

いと認めるときは、入札等除外措置を解除するものとする。この場合において管理者は、別

表各号いずれの措置要件にも該当する事実がないことを証明する資料等の提出を求めること

ができる。  

４   管理者は、第１項若しくは第２項の規定により入札等除外措置を行ったときは、その事実



が別表各号に掲げる措置要件に該当する場合に応じ、それぞれに定める期間、当該措置を受

けた者の氏名及び住所（法人である場合は、当該法人の名称、代表者の氏名及び事務所の所

在地）、入札等除外措置の内容その他必要な事項を公表するものとする。 

（注意喚起） 

第４条 管理者は、前条に定めるほか、この要綱の趣旨に照らし必要があると認めるときは、当

該有資格者及び登録取下げ者に対し、必要な措置をとるべきことを注意喚起するものとす

る。 

（有資格者の審査における排除）  

第５条 管理者は、第３条第１項第１号の規定に基づき、有資格者の審査に際し、入札等除外措

置を受けている者の資格を認めてはならない。 

（下請負等の禁止及び下請契約の解除等）  

第９条 事務局長は、暴力団員及び暴力団密接関係者が契約相手方及び下請負人等となることを

許してはならないものとし、契約相手方が前条各号に掲げる者を、下請負人等とすることを

許してはならない。 

２ 事務局長は、公共工事等において前条各号に掲げる者を下請負人等としていると認めるとき

は、第３条第１項第７号の規定に基づき、当該契約相手方に対して、当該下請負人等との契約の

解除を求めるものとする。 

（契約の解除の指導）  

第11条 事務局長は、第３条第１項第６号又は同条同項第７号の規定に基づく契約解除ができる

よう、公共工事等及び売払い等の契約締結に当たり当該契約書に暴力団排除条項を盛り込む

とともに、当該契約の相手方に対し、下請負人等との契約締結に当たって暴力団排除条項を

盛り込むよう指導するものとする。 

（入札等除外措置の通知等）  

第16条 管理者は、第３条第１項若しくは同条第２項の規定による入札除外措置、同条第３項の

規定による入札除外措置の解除、第４条の規定による注意喚起又は第12条第６項の規定によ

る誓約書違反の公表を決定したときは、遅滞なく、当該措置等又は公表の対象者に通知する

ものとする。 

  



○別表 

措 置 要 件 措 置 
 

 

1 有資格者又はその役員等が、暴力団員であると認 

 

 

左の認定をした日から２年を 

経 められるとき 経過し、かつ改善されたと認めら 

れるまで 

2 有資格者又はその役員等が、自己、自社若しくは 左の認定をした日から１年を 

 第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害 経過し、かつ改善されたと認めら 

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利 れるまで 

用するなどしていると認められるとき 

 

3 有資格者又はその役員等が、暴力団又は暴力団員 

に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不 

当に与えたと認められるとき 

 

４ 有資格者又はその役員等が、暴力団又は暴力団 

員と飲食や旅行を共にするなど、社会的に非難さ 

れるべき関係を有していると認められるとき 

 

５ 有資格者又はその役員等が、下請契約、資材・ 

原材料の購入契約又はその他の契約に当たり、そ 

の相手方の入札参加資格の有無にかかわらず、前 

各号の規定に該当する者であると知りながら、当 

該契約を締結したと認められるとき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



入札参加資格審査申請書（誓約書・委任状兼） 

令和  年  月  日 

大阪広域環境施設組合 

契約担当者 事務局長 様                                 （〒          ） 

（申  請  者） 本店（主たる営業所） 

の  所  在  地                 

（商業登記・住民登録上の所在地：                   ） 

フ リ ガ ナ 

商 号 又 は 名 称                               

         フ リ ガ ナ 

                   代 表 者 役 職 ・ 氏 名                          

                   電  話  番  号                               

（〒          ） 

（契約上の受任者）  支 店 又 は 営 業 所                                                      

設定する場合のみ記入 の  所  在  地                 

     支 店 等 の 名 称                 

フ リ ガ ナ                       

受 任 者 役 職 ・ 氏 名                            

電  話  番  号                               

 

貴組合における入札に参加いたしたく、申請書別紙及び次の関係書類を添えて申請いたします。 

記 

□ 1  使用印鑑届（本組合所定様式） 

□ 2  入札参加承認通知書（本組合所定様式） 

□ 3  印鑑（登録）証明書（原本で発行後３ヵ月以内のもの） 

□ 4  その他必要な書類 

（誓約事項） 

 貴組合における入札参加申請につき、次に掲げる事項に相違ないことを誓約します。 

１ 申請書及び関係書類に記載した事項に相違ないこと 

２ 契約を締結する能力を有しない者でないこと 

３ 破産者で復権を得ない者でないこと 

４ 大阪広域環境施設組合契約関係暴力団排除措置要綱別表に掲げる措置要件に該当する行為

を行わないこと 

（委任事項） 

 前記、受任者を代理人と定め、貴組合における契約について次のとおり権限を委任します。 

１ 入札及び見積りについて 

２ 契約の締結、変更及び解除について 

３ 契約代金の請求、保証金の請求並びに受領について 

４ 復代理人の選任及び解任について 

５ 契約の履行に関する保証契約の締結について 



 入札参加資格審査申請書別紙 

 

（下記「申請の区分」ごとにこの「申請書別紙」を提出してください） 

１．申請の情報 

（□にレ印を記入） 

申請の区分 

（一つ選択） 

□工事請負、□物品供給等、□業務委託、□測量・建設コンサルタント等 

(申請する区分が複数ある場合はそれぞれについて別に作成してください) 

手続きの区分 

 

□ 新規 

□ 変更 

□ 本店登録内容 現在の業者番号 

 □ 受任者設定内容 

□ 実印・使用印 

□ 継続（現在の業者番号→              ） 

２．当該区分における 

大阪市の承認番号 
承認番号 

 

３．修繕の希望の有無 

（□にレ印を記入） 
工事請負のみ □ 登録を希望する     □ 登録を希望しない 

 変更の手続きを行う場合は、下記４、５の変更箇所のみを記載してください。 

  変更前 変更後 

４．本店

登録内容 

本店所在地 (〒      ) 

 

(〒      ) 

 

(フリガナ)   

商号又は名称   

代表者役職   

代表者氏名   

電話番号   

５．受任

者設定内

容 

支店所在地 

 

(〒      ) 

 

(〒      ) 

 

支店等の名称   

受任者役職   

受任者氏名   

電話番号   

６．添付

書類 

①使用印鑑届（本組合所定様式） 

②入札参加承認通知書(申請する区分が複数ある場合はそれぞれについて別に作成してください) 

③印鑑（登録）証明書（原本で発行後３か月以内のもの） 

④その他必要な書類（入札参加資格審査申請書の提出後に代表者等の変更があった場合で大阪市の入札参

加有資格者名簿で確認ができない場合は「履歴事項全部証明書」（発効後３か月以内のもの写し可）を提

出してください。 

なお、上記③④については、申請する区分が複数ある場合でも提出は1部で結構です。 

大阪広域環境施設組合 



法務局・市区町

村長の証明した

代表者・本人の

印鑑 

社印は使用しな

いこと 

業者番号 
（本組合記入欄） 

 

        
 

使 用 印 鑑 届 
 

 

本 店  
（ 主 た る 営 業 所 ） 

の 所 在 地 

フ リ ガ ナ  

商 号 又 は 

名   称 

 

フ リ ガ ナ 

代表者役職・氏名 

 

(契 約 上 の 受 任 者 )  

支 店 又 は 営 業 所 
の 所 在 地 

     

支 店 等 の 名 称  
 

   フ リ ガ ナ 

受任者役職・氏名 

 

電 話 番 号       （      ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

押 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

印 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

欄 

 
実 

 
印 

 

   

   
   

 

 

  

 
使 用 印 

  

  

 

使用印は、入札・見積りの参加、契約の締結・変更・解除、契約代金の請求・ 保証金の請求・受領に使用し

ます。 使用印は、役職名又は氏名等が表示されたものに限ります。 
 

工事請負、物品供給等・業務委託、測量・建設コンサルタント等入札使用印鑑届 

大阪広域環境施設組合 

  



令和３・４・５年度 

                         業者番号：          
                           （本組合記入欄） 

承認の区分：工事請負 

 

 

修繕の項目（工事請負のみ）：□有り   □無し 

           

入札参加承認通知書 

 

大阪広域環境施設組合の入札参加有資格者名簿への登録が完了しましたので通知しま

す。 

 

本 店 の 

所 在 地                               

商 号 又 は 

名   称                               

代 表 者 

役 職 氏 名                               
 

＜受任者を設定する場合のみ記入＞ 

支店又は営業所 

の 所 在 地                               

 
 支店等の名称                                     

受 任 者 

役 職 氏 名                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．この入札参加承認の有効期限は令和６年４月３０日までです。 

 

２．申請書類の記載事項に変更があったときは直ちに届け出てください。 

 

３．この通知書に記載の「業者番号」は本組合電子入札システム利用者登録をする際に必

要となるほか、紙入札で使用する「入札書」に記載が必要となりますので、大切に保管

してください。 

                               令和    年  月  日 

                              （本組合記入欄） 

大阪広域環境施設組合 

実  印 使 用 印 

  



令和３・４・５年度 

（別冊） 

大阪広域環境施設組合 

種目一覧 

－工事請負用－ 

 

１．種目登録 

大阪市に承認されている種目（「修繕」を除く）が、大阪広域環境施設組合に登録されます（大阪広域環境施設

組合での種目登録は不要です）。なお、「修繕」については大阪広域環境施設組合独自で受付・承認を行います。 

 

登 録 種 目 

010 土木一式工事 070 屋根工事 140 しゅんせつ工事 220 電気通信工事 

011 
プレストレスト 

コンクリート工事 
080 電気工事 150 板金工事 230 造園工事 

020 建築一式工事 090 管工事 160 ガラス工事 240 さく井工事 

030 大工工事 100 
タイル・れんが・ 

ブロック工事 
170 塗装工事 250 建具工事 

040 左官工事 110 鋼構造物工事 180 防水工事 260 水道施設工事 

050 
とび・土工・コン

クリート工事 
111 鋼橋上部工事 190 内装仕上工事 270 消防施設工事 

051 法面処理工事 120 鉄筋工事 200 機械器具設置工事 280 清掃施設工事 

060 石工事 130 舗装工事 210 熱絶縁工事 290 解体工事 

― 修繕       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．工事種目 

 大阪広域環境施設組合の工事請負は、「登録種目」（32種目）を細分化した次表の「工事種目」（47種目）に基

づき、発注します。 

登録種目 工事種目 希望種目 工事の内容 例示 

010 

 

土木一式

工事 

01 土木工事 土木工事 総合的な企画、指導、調整のも

とに土木工作物を建設する工

事 

配水管布設工事、下水管渠築造工

事、橋梁下部工事、土壌汚染対策

工事、整地工事、護岸工事、海上

土木工事 

07B ピーシー桁工事 ― ピーシー桁を設置する工事 橋梁の製作・架設・床版補強工、

主桁補修工、橋梁耐震対策工事 

14A 体育施設工事 ― グランド等の新設又は改修工

事 

運動場整備工事 

14B 管更生工事 ― 下水管渠等の更生工事 下水管渠等更生工事 

14H レール溶接工事 ― レール溶接を行う工事 レール溶接工事 

14I 土木構造物補

修・ライニング

工事 

― コンクリート構造物等の補修

を行う工事 

コンクリート構造物補修工事 

 

011 プレスト

レストコ

ンクリー

ト工事 

07B ピーシー桁工事 ― ピーシー桁を設置する工事 橋梁の製作・架設・床版補強工、

主桁補修工、橋梁耐震対策工事 

020 

 

建築一式

工事 

02A 建築工事 建築工事 建築物を建設又は補修する工

事 

学校建設(改修)工事、市営住宅建

設工事 

02B プレハブ工事 ― プレハブ材を用いて施工する

建築工事 

各所学校仮設校舎設置工事、仮設

建物設置工事 

030 大工工事 15A 大工工事 ― 木材の加工又は取付けにより

工作物を築造し、又は工作物に

木製設備を取付ける工事 

大工工事 

040 左官工事 15B 左官工事 ― 工作物に壁土、モルタル、漆く

い、プラスター、繊維等をこて

塗り、吹付け、又ははり付ける

工事 

左官工事 

050 とび・土

工・コンク

リート工

事 

13A 交通安全施設工

事 

― 道路等に付帯する交通標識、交

通安全対策用の防護柵、防音壁

等を施工する工事 

道路標識設置工事、防護柵設置工

事、防音壁設置工事 

13B 防球ネットフェ

ンス工事 

防球ネットフ

ェンス工事 

防球ネット、金網フェンス等を

施工する工事 

公園防球柵整備工事、フェンス補

修工事 

13C サイン工事 ― 公園等に案内標示を設置する

工事 

案内標示整備工事、サイン整備工

事 

13D 遊具工事 ― 公園、グランド等に遊具等を設 公園遊具新設工事、遊具緊急小補



置する工事 修工事 

13E とび・土工・コ

ンクリート工事 

― とび・土工・コンクリート工事 とび・土工・コンクリート工事 

14C テント工事 ― テントの設置、改修する工事 テント改修工事 

051 法面処理

工事 

13E とび・土工・コ

ンクリート工事 

― 法面処理工事 法面処理工事 

060 石工事 14D 石工事 ― 石材（石材に類似のコンクリー

トブロック及び擬石を含む。）

の加工又は積方により工作物

を築造し、又は工作物に石材を

取付ける工事 

顕彰碑設置工事、慰霊碑築造工事 

070 屋根工事 15C 屋根工事 ― 瓦、スレート、金属薄板等によ

り屋根をふく工事 

屋根工事 

080 

 

電気工事 04 電気工事 電気工事 屋内電気、受変電、送配電設備

等の電気工作物を設置する工

事 

建築電気設備工事、道路照明灯・

公園灯設置工事 

09B 上下水道施設工

事 

― 上水道、工業用水道等のための

取水、浄水、配水等の施設を築

造する工事又は公共下水道の

処理設備を設置する工事 

上下水道施設プラント電気設備工

事 

090 

 

管工事 05 給排水衛生冷暖

房工事 

 

給排水衛生冷

暖房工事 

給排水、衛生、冷暖房、空気調

和等のための設備を設置する

工事 

建築給排水衛生設備工事、冷暖房

機械設備工事、空気調和設備工事、

給排水管改修工事 

14E 噴水・流れ設備

工事 

― 公園等の噴水・流れ設備の施

工、改修する工事 

噴水設備工事、公園池流れ設備工

事 

100 タイル・れ

んが・ブロ

ック工事 

14F 築炉工事 ― 焼却炉及びそれらに付随する

焼却設備の製作据付、改修する

工事 

各所斎場火葬設備工事、各所斎場

棺台車補修工事 

15D タイル・れん

が・ブロック工

事 

― れんが、コンクリートブロック

等により工作物を築造し、又は

工作物にれんが、コンクリート

ブロック、タイル等を取付け、

又ははり付ける工事 

タイル・れんが・ブロック工事 

110 

 

 

 

 

 

 

鋼構造物

工事 

 

 

 

 

 

07A 鋼桁工事 ― 鋼材の加工又は組上げにより

橋梁上部を構築する工事 

橋梁の製作・架設・耐震対策・桁

補修工事、歩道橋工事、地下鉄高

架構造物改良工事 

13C サイン工事 ― 公園、駅等に案内標示を設置す

る工事 

案内標示整備工事、サイン整備工

事 

14C テント工事 ― テントの設置、改修する工事 テント改修工事 

14G 水門・門扉工事 ― 鋼材の加工又は組上げにより 防潮鉄扉補修工事、水門改良工事 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水門・門扉を製作及び据付ける

工事 

15E 

 

 

鋼構造物工事 ― 形鋼、鋼板等の鋼材の加工又は

組立てにより工作物を築造す

る工事 

鋼構造物工事 

 

 

111 鋼橋上部

工事 

07A 鋼桁工事 ― 鋼材の加工又は組上げにより

橋梁上部を構築する工事 

橋梁の製作・架設・耐震対策・桁

補修工事、歩道橋工事、高架構造

物改良工事 

120 鉄筋工事 14H レール溶接工事 ― レール溶接を行う工事 レール溶接工事 

15F 鉄筋工事 ― 棒鋼等の鋼材を加工し、接合

し、又は組立てる工事 

鉄筋工事 

130 舗装工事 03 舗装工事 舗装工事 道路等の地盤面をアスファル

ト、コンクリート、砂、砂利、

砕石等により舗装する工事 

道路維持修繕工事、道路築造工事、

舗装補修工事、舗装道復旧工事、

道路改良工事、電線共同溝設置工

事 

14A 体育施設工事 ― グランド、コート等の新設又は

改修工事 

庭球場整備工事、競技場フィール

ド整備工事 

140 しゅんせ

つ工事 

08 しゅんせつ工事 ― 河川、港湾等の水底をしゅんせ

つする工事 

河川、港湾等のしゅんせつ工事 

150 板金工事 15G 板金工事 ― 金属薄板等を加工して工作物

に取付け、又は工作物に金属製

等の付属物を取付ける工事 

板金工事 

160 ガラス工

事 

15H ガラス工事 ― 工作物にガラスを加工して取

付ける工事 

ガラス工事 

170 

 

塗装工事 11A 塗装工事 塗装工事 塗装、塗材等を工作物に吹付

け、塗付け、又ははり付ける工

事 

橋、外壁等の塗装工事 

13A 交通安全施設工

事 

― 道路等、区画線を設置する工事 区画線設置工事 

14I 土木構造物補

修・ライニング

工事 

― コンクリート構造物等の防

食・補修を行う工事 

ライニング工事 

180 防水工事 11B 防水工事 防水工事 アスファルト、モルタル、シー

リング材等によって防水を行

う工事 

屋上防水工事 

190 内装仕上

工事 

12 たたみ工事 ― たたみを用いて建築物の内装

仕上げを行う工事 

各所住宅畳工事、各所住宅畳表替

工事 

13C サイン工事 ― 屋内案内標示を設置する工事 サイン整備工事 



15I 内装仕上工事 ― 木材、石膏ボード、吸音板、壁

紙、たたみ、ビニール床タイル、

カーペット、ふすま等を用いて

建築物の内装仕上げを行う工

事 

内装仕上工事 

200 機械器具

設置工事 

09A 昇降機設置工事 ― 昇降機等の製作及び据付ける

工事 

昇降機設備工事、エスカレーター

設備工事 

09B 上下水道施設工

事 

― 上水道、工業用水道等のための

取水、浄水、配水等の施設を築

造する工事又は公共下水道の

処理設備を設置する工事 

上下水道施設プラント設備工事、

浄水場ろ過池ろ層整備工事 

09D 機械器具設置工

事 

― 機械器具の組立て等により工

作物を建設し、又は工作物に機

械器具を取付ける工事 

ポンプ設備工事、ろ過装置設置工

事、クレーン設備整備工事、換気

設備工事、舞台機構設備工事、冷

凍機製作据付工事、書類搬送設備

工事、機械式駐車設備工事 

210 熱絶縁工

事 

14J 熱絶縁工事 ― 工作物又は工作物の設備を熱

絶縁する工事 

冷蔵庫防熱扉改修工事 

220 電気通信

工事 

10 電気通信工事 ― 有線電気通信設備、無線電気通

信設備、放送機械設備、データ

通信設備等の電気通信設備を

設置する工事 

電話設備工事、通信設備工事、監

視録画装置設置工事、音響映像設

備工事、道路情報板工事、テレビ

電波受信障害対策工事、遠方監視

装置設置工事、駐車料金・管制シ

ステム設置工事 

230 造園工事 06 造園工事 造園工事 樹木の植栽、景石のすえ付け、

園路広場及び休養施設等を設

置し公園・緑地等を築造する工

事 

植栽工事、街路樹維持工事、公園

新設工事、公園整備（改修）工事 

13D 遊具工事 ― 公園、グランド等に遊具等を設

置する工事 

公園遊具新設工事、遊具緊急小補

修工事 

14A 体育施設工事 ― グランド等の新設又は改修工

事 

運動場公園整備工事 

14E 噴水・流れ設備

工事 

― 公園等の噴水・流れ設備の施

工、改修する工事 

噴水設備工事、公園池流れ設備工

事 

240 さく井工

事 

14K さく井工事 ― さく井機械等を用いてさく孔、

さく井を行う工事又はこれら

の工事に伴う揚水設備等を行

う工事 

さく井工事 

250 建具工事 14L 建具工事 ― 工作物に木製又は金属製の建

具等を取付ける工事 

防火戸改修工事、サッシ、シャッ

ター改修工事、自動扉設置工事 



260 水道施設

工事 

07C 鋼管工事 ― 鋼管の製作並びに据付する工

事 

鋼管製作並びに据付工事 

09B 上下水道施設工

事 

― 上水道、工業用水道等のための

取水、浄水、配水等の施設を築

造する工事又は公共下水道の

処理設備を設置する工事 

上下水道施設プラント設備工事、

浄水場ろ過池ろ層整備工事 

270 消防施設

工事 

09E 消防施設工事 ― 火災警報設備、消火設備、避難

設備若しくは消火活動に必要

な設備を設置し、又は工作物に

取付ける工事 

消火設備改修工事、自動火災報知

設備設置工事 

280 清掃施設

工事 

09C 清掃施設工事 ― ごみ処理施設を設置する工事 ごみ焼却工場の焼却設備工事 

 

290 解体工事 02C 解体工事 解体工事 工作物を解体する工事 工作物の解体撤去工事 

－ 修繕 － 修繕 ―  建物修繕、少額修繕、緊急修繕 

 

 

（工事請負関係のご注意）  

・「修繕」の項目については大阪広域環境施設組合独自で受付・承認を行います。「修繕」の項目を登録される

と、本組合における少額・緊急修繕等の随意契約を行うにあたって、工事請負の登録種目の範囲内で修繕の項

目に登録されている方を優先的に業者選定いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．希望種目  

 

「希望種目」の登録について 

上記記載の「工事種目」（10種目）については、大阪市への「希望種目」の登録がなければ、大阪広域環境施

設組合の入札に参加することができません。ただし、特殊な工事または本組合入札参加資格者名簿の登録者数が

少ない等で入札参加者が少ないことが見込まれる案件については、「希望種目」の登録が無い業者であっても入

札に参加できます。 

「希望種目」の登録には制限があり、原則１種目のみが登録できます。（01土木工事、02A建築工事、03舗装工

事の３種目間では２種目まで登録できます。） 

 

 

「希望種目」登録が行えるパターン（以下の記載のうちどれかに登録できます。） 

「土木工事」・「建築工事」・「舗装工事」・「電気工事」・「給排水衛生冷暖房工事」・「造園工事」・「解体工事」・ 

「防球ネットフェンス工事」・「塗装工事」・「防水工事」・「土木工事と建築工事」・「土木工事と舗装工事」・ 

「建築工事と舗装工事」 

 

「希 望 種 目」 「工 事 種 目」 「登 録 種 目」 登録に対する制限 

土木工事 01 土木工事 010 土木一式工事 これら３種目から、２種目ま

で登録可能です。 建築工事 02A 建築工事 020 建築一式工事 

舗装工事 03 舗装工事 130 舗装工事 

電気工事 04 電気工事 080 電気工事 これらの種目から、１種目を

登録できます。 給排水衛生冷暖房工事 05 給排水衛生冷暖房工事 090 管工事 

造園工事 06 造園工事 230 造園工事 

解体工事 02C 解体工事 290 解体工事 

防球ネットフェンス工事 13B 防球ネットフェンス工事 050 とび・土工・コンクリ

ート工事 

塗装工事 11A 塗装工事 170 塗装工事 

防水工事 11B 防水工事 180 防水工事 
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